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｢就業構造基本調査｣にみる
副業を保有する背景

はじめ に

本論文は、副業が保有される要因を分析する
先行研究を紹介し、そのなかで示される副業の
保有要因が日本の労働市場にもあてはまるかど

うかを、総務省「就業構造基本調査」の調査票
情報を用いた独自集計から考察する。分析から
は、本業や世帯が持つ収入面や時間面での制約
が副業の保有を促すことが示された。

副業保有の分析を日本の労働市場を対象に行
う背景に、これまで雇用慣行として認められて
こなかった副業が、安倍政権において推し進め
られた「働き方改革」で原則として認められる
ように方針転換されたことがある。この転換に
より、就業規則作成の参考のために厚生労働省
が公開しているモデル就業規則において、副業
は原則認めるように変更され、労働時間の管理
や労災などのルールの整備が進められた'。また、
2020年以降全世界で感染拡大した新型コロナウ
イルスは、感染拡大防止のためにとられた自粛
を伴う施策によって労働時間の短縮や休業を余
儀なくされた労働者の副業保有を促したと考え
られる。急激な副業を取り巻く雇用環境の変化
に対し、我が国における副業に関する研究は十
分に蓄積されておらず、副業がどのような要因
でもたれているのか、副業を保有する労働者が
増えることの経済・社会への影響についても十
分に理解されているとはいえない。
以上の問題意識を受け、副業に関して詳細に

訊ねる調査は増えており、学術研究でも利用で
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きるようにデータが整備されている。例えば、
回答者に対して継続的に設問を繰り返すパネル
データにおいては、ワークス研究所「全国就業

実態パネル調査」が副業を持つ理由も含めて詳
細に訊ねており、本業との関係についても分析
をすることができる。クロスセクションデータ

ではあるが、パーソル総合研究所「働く1万人
の就業・成長定点調査」でも、副業の保有状況
や企業の認可状況、自己啓発の側面などについ
て調べられている。ただ、これらの調査の多く
は、インターネットを用いたWEB調査であり、
回答者にバイアスがあるという点や、サンプル
サイズに限界があるという点に課題がある。
副業について詳細な質問項目は含まれていな
いが、総務省「就業構造基本調査」は、1 970年
代から副業の保有状況を調査項目に加えており、
対面調査を大規模に実施することにより、その
動向を信頼できる形で提供をしている。2017年
の調査からは、副業を持つ人数が約268万人、
有業者の4.05 %が副業を持っているようといっ
た、マクロレベルの数値を把握できる。
本論文は、この「就業構造基本調査」の公表
される集計表ではカバーされていない項目も利
用して、副業保有の要因をシンプルな集計から
概観する。その集計結果からは、副業は収入の
低い個人や世帯、労働日数と労働時間が短いパ
ートタイム労働者や契約期間の満了が近い労働
者で保有される傾向が強いことが確認された。
また、本業の属性以外にも世帯において必要と



なる所得の多寡や、必要となる時間が副業に与
える影響も、世帯に占める子供の人数や末子の
年齢と副業の保有と希望との関係から示唆され
た。

次節では、副業の保有要因に関する先行研究
をまとめる。その次に、「就業構造基本調査」
の基礎的な情報を確認し、副業の保有とその要
因に関する集計結果をみる。

副業の保有要因に関する先行研究
「何故人々は副業を持つのか」という問いに対
して、労働経済学では複数の仮説が示されてい
る。副業保有の経済学的枠組みのﾛ嵩矢である
Perlman  ( 1966)は、一般的な労働供給モデル
を拡張することで、本業の労働時間に上限があ

る状況においては、本業の賃金率（時間あたり
賃金）よりも低い賃金率で副業を保有するとい
う仮説を提示している。Shishko and Rostker
(1976)やConway and Kimmel (1998)などの
実証分析は仮説が支持される結果を得ている。
他方、副業の賃金率が本業の賃金率が高い場合

において、本業の労働時間が制約されていない

場合でも副業が保有されることは、Conway and
Kimmel (1998)やAverett (2001)により指摘
されている。

以上の研究においては、副業の保有動機が労
働時間制約に関わらず副業から得られる直接的

な収入にあった。それに対して、 P a n o s e t

al. (2014)は、本業の業務終了後に音楽活動を
するように、副業の仕事自体に効用を高める効
果があるという「仕事の異質性｣、副業の経験
を通じて得られる「スキル獲得効果｣、本業の
離職から生じる「失業リスクの回避」のように、
非金銭的動機に基づく副業保有動機を示してい
る。

副業の仕事そのものから得られる「仕事の異

質性」については、芸術活動への労働供給という
観点からCasacuberta and Gandelman (2012)、
一般的な労働者の観点からは川上(2017)が実
証分析を行っている。「スキル獲得効果」は
Panos et al. (2014)、Kawakami  (2019)、川上
(2021)、何(2020)がパネルデータを用いて、収
入、賃金率、主観的な仕事のレベルに対する評
価に副業の保有が与える影響を明らかにしてい
る。失業の回避という観点からは、Panos et
al (2014)やFolta et al. (2010)が副業の保有
に、本業の仕事を失われても、副業の仕事への
転職や開業によって失業状態に置かれることを

回避する効果があることを明らかにしている。

副業を持つ個人の属性以外にも、その家族の
属性が副業保有に与える影響も分析がされてい

る。Allen (1998)は未婚世帯で子供がいる場
合に副業を持つ割合が低下することを明らかに
している一方で、川上(2021)は世帯主やその
配偶者の親と同居しているときおよびシングル
マザーで副業をする割合が高まることを明らか
にしている。Choe et al. (2018)はStone-Geary
型の効用関数を採用することで副業労働供給に
家計において最低限必要となる所得が高まるこ
とが副業を促進することを示し、子供がいる世

帯において副業が促進されることを明らかにし
ている。

以上の先行研究は、①本業の労働時間の制約、
②低い収入、③雇用の不安定性、④世帯におい
て必要な所得の増加によって、副業が保有され
ることを明らかにしている。また、副業を通じ

たスキル獲得や趣味や余暇活動としての需要も
あることも示している。本論文はこれらの先行

研究から得られる副業の保有要因を、「就業構
造基本調査」の調査票情報を用いて集計を行う
ことで明らかにする。
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分析に用いる「就業構造基本調査」
日本において副業を把握することができる統

計は、総務省「就業構造基本調査｣、「社会生活
基本調査」および「家計調査」に限られる2。
「社会生活基本調査」は「生活時間の配分や

余暇時間における主な活動の状況など、国民の
社会生活の実態を明らかにするための基礎資
料｣3を作成するために実施されている調査で
ある。生活時間はその時間帯における行動内容
をみることができるが、その中の「詳細行動分
類による生活時間に関する結果」において「副
業」と「副業中の移動」の時間帯別の行動およ
び調査対象日における行動時間を把握できる。
平成28年の調査によると、副業に関連する行動
者率（この集計においては人口に占める調査日
に当該行動をした人の数である行動者数の割合）
は男性で08％、女性で0.4％である。
他方、「家計調査」は「国民生活の家計収支

の実態を把握｣4することを目的に集められて
いるが、調査対象の就業状態を設問項目に含む
世帯票において、副業を保有しているかどうか
も訊ねられている。ただし、ここで定義される
副業は、本業の他に「勤めている」場合に回答
するものであるため、雇用の副業のみを
対象とするものである5．この集計方法

p n n 虹

で 把握できる副業率は 2 0 2 2 年 3月で約

l.5 %であった。

この2つの調査と比較して、調査の実
施規模が大きく、広範な定義で副業の保
有状況を把握できるのが「就業構造基本

調査｣である。「就業構造基本調査｣は｢全
国及び地域の就業構造に関する基礎資
料」を得ることを目的に1 956年から実施
されている調査であり、1 962年から副業
の有無を調査している。調査票において
は、「あなたはおもな仕事のほかに別の

仕事もしていますか」という設問の回答に「し
ている」に含まれる副業の就業形態のいずれか
を選んだ場合に、回答者は副業を持つ者として
分類される。なお、この「おもな仕事」とは、「仕
事をした時間が最も長いほう」である6.
1 962年以降の副業率（働いている者に占める

副業を持つものの割合と定義する）をまとめた
図lをみると、1 980年代まではおよそ6%台後
半の水準で推移しているが、80年代以降その割
合は低下し、2000年以降は3%台まで低下して
いる。

副業率低下の背景として考えられるのが農業
人口の減少である。図2は本業と副業の産業を
把握して集計できる1997年以降の副業率の推移
を図示したものであるが、90年代以降の副業率
低下の背景には、兼業農林漁家（本業もしくは
副業の産業が農林漁業であるものと定義する）
が減少していることが示される。2017年の副業
率は2007年と同水準ではあるが、その内訳をみ
ると、非兼業農林漁家の副業が増えている。図
2は、有業者に占める、副業をしておらず「こ
の仕事のほかに別の仕事もしたい」と回答する
割合で定義する副業希望率も示している。この

図1 副業率の推移（1962-2017）
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注: 1982年までは概ね3年おき、1 982年以降は5年おきに調査が実施され
ている。

資料：総務省「就業構造基本調査」長期時系列表
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副業率は有業者に占める副業を持つ者の割合。
占める「この仕事のほかに別の仕事もしたい」
総務省「就業構造基本調査」

値は副業率とは異なり、90年代以降右肩上がり
に上昇している。副業率の水準は横ばいで推移
している一方で、副業に対する需要は高まって
いることがわかる。

副業に対する需要が高まるなかで、副業率・
副業希望率がどのような要因に影響を受けるか
を、先行研究で示された仮説に照らして検証を
行いたい。なお、「平成29年就業構造基本調査」
で公表されている集計表は、本業の所得、年間
就業日数．規則性・週間就業時間、従業上の地
位・雇用形態別の副業の保有状況を提示してい
るが、本論文は調査票情報を用いて集計を行う
ことで、公表されていない項目と副業の関係も
みたい。

収入が与える影響
労働経済学における一般的な労働供給モデル
と同様に、副業保有動機も金銭的動機で説明さ
れる。この枠組みにおいては、本業の収入のみ
で効用が最大化されている状況においては、副
業を始める必要はないこと考えられる。
その点を踏まえて、本業の収入7と副業の保

有状況との関係をみるために図3-1は横軸に本

業からの所得区分を示し、縦軸に副業率
と副業希望率の2つの指標を示している。
この集計から、副業率と個人所得との間
に、低所得層と高所得層の両者で副業が
もたれる傾向のあるU字型の関係がある

ことがわかる。低所得層においては年収
200万円未満から副業率が高まり、年収
50万円未満の層で最大となる。他方、高
所得層においては年収1 000万円以上の層

……で副業率が高まり、1500万円以上の層で
fに 約10%まで上昇する。
る。 副業希望率は、副業率とは異なり個人

収入が高まると低下する右下がりの関係
がみられる。低所得層においては、副業を持つ
割合が高まる一方で、副業を持ちたくても持つ
ことができない状況にある者も多いことがわか
る。一方で、高所得層の場合は、副業の保有に
対して制約はなく、比較的自由に副業を持つこ
とができるといえるだろう。川上(2021)は高
所得層の副業の背景には、医師や大学教員、経
営者などの比較的高収入の専門職で副業がもた
れる傾向が強いことを挙げている。
労働供給の行動を規定する要因を分析する場

合は、労働者本人のみではなく、配偶者などの
家族の労働供給行動にも影響を受けることが指
摘されている。その点からは、労働者本人の本
業所得より、家計全体の世帯所得と副業保有と
の関係を見る方が適切であるといえるだろう。
図3-2は世帯全体の所得を横軸に副業率と副業
希望率の値をまとめている。世帯所得において
も個人所得と同様に副業率に対するU字型の関
係が見られるが、副業希望率は世帯所得が低い
層で個人所得の場合よりもその割合が高い
(100-199万円層で9.09 %、100万円未満居で
12.08% )。低所得層の副業保有や副業の保有希
望は、本業の仕事だけでは十分に生活を営むこ
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図3-1 個人所得区分別副業希望率・副業率
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注；非農林漁家を対象に集計をしている。
資料：総務省「平成29年就業構造基本調査」

とができないワーキングプアの問題と副業に強

い関係があることを示唆している。世帯所得の
水準が低い状態で副業をもつということは、同
時に、「副業を持っている状態においても世帯
所得が低い状況にある」ことを意味している点
も注意する必要がある。

雇用形態（労働時間・契約期間・間接雇用）
との関係
副業が保有される背景に、本業の所得および

世帯全体の所得が不十分であるという金銭的要
因があることが示された。先行研究で示されて
いる副業の労働供給モデルでは、本業の収入が

不十分である背景に、労働時間制約が挙げられ

ている(Perlmano1966; Choe et al., 2018)。労

働時間に上限があり労働者にとって最適
な労働時間を選ぶことができない時に、

本業よりも賃金率が低い副業が保有され
るのである。

図4-1は、1997年と2017年の「就業構
造基本調査」を用いて副業保有者の本業
の雇用形態構成比をまとめたものである。
この図からは、1 997年と2017年の間で本
業が正社員（正規の職員・従業員）の割
合が大きく減っている一方で、パート、

契約社員、アルバイト、派遣社員で増加
している。図4 -2は2017年の「就業構造

基本調査」を用いて雇用形態別の副業希

望率と副業率を集計している。この図か
らは、正社員と比較をして、パート・ア

ルバイト、派遣社員、契約社員が副業を
持っていること、さらに、派遣社員、契
約社員については副業希望率が高いこと
が示される。

非正社員は正社員と比較して副業を希
望する傾向も保有する傾向もみられるが、

｢就業構造基本調査」で定義される非正社員の
定義は職場での呼称であり、明確な定義に基づ
くものではない点に注意する必要がある8。厚
生労働省ホームページで掲載されている「さま
ざまな雇用形態｣9において、非正社員の定義は、
派遣労働者が｢労働者が人材派遣会社（派遣元）
との間で労働契約を結んだ上で、派遣元が労働
者派遣契約を結んでいる会社（派遣先）に労働
者を派遣し、労働者は派遣先の指揮命令を受け
て働くというもの｣、契約社員が「労働契約に
あらかじめ雇用期間が定められている場合｣、
パートタイム労働者が「 1週間の所定労働時間
が、同じ事業所に雇用されている正社員と比べ
て短い労働者」と示されている'0．
この3つの定義のうち、所定の労働時間の短

図3-2 世帯所得区分別副業希望率．副業率
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図4-1 副業保有者の本業の雇用形態構成比(1997,2017年）
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さによるパートタイム労働者は､Per lman (1966)年間の労働日数が長くても、労働時間が短
によって提示された労働時間が制約され

図5労働日数・労働時間区分別副業希望率・副業率
る労働者に含まれる。また、有期契約を 1 2 ， “ 、 ‐ - - - ‐ ‐ - - ‐ ‐

9.61％･貝､‾､1130%

結んでいる契約社員は､契約期間の終了 ,‘"､-蓋妾
と共に失業するリスクを抱えていると考 ，."＝：率''船…

薮えられるため、Panos et al. (2014)で提．"､愚 騨

示されている「失業の回避」の効果を期 ‘ " ‐
簿輔待して副業が求められている可能性があ’．"…一一一織鰄‐

る。ここでは、この2つの非正社員の定 “､"態…:…;…
義と副業需要との関係について集計を行附 量 §掲 畠 ：
いたい。 §

吾
「就業構造基本調査」の労働時間・労 曜

注；図3と同じ
働日数の集計は、他の調査と比較して異資料：図3と同じ

なる手順が取られている点に注意する必
要がある。調査は、まず1年間の労働日

数'1に対して設問がされる。その中で年
間労働日数が200日未満の場合はその仕
事の規則性について訊ねられる。仕事の
規則性の設問に｢不規則｣「ある季節だけ」
と回答した場合は、労働時間を回答せず、
労働日数が200日以上、もしくは200日未
満で「だいたい規則的」と回答した場合
に1週間の労働時間を回答する。

図5は労働の規則性・年間労働日数・
週間労働時間と副業率との関係を図で示
したものである。年間の労働日数は200
日以上か未満かで副業率に25％ポイン
トほどの差がみられる。そして、20 0日

未満労働日数でも、その日数が短くなる
につれて、副業率・副業希望率がともに
高まっている。労働日数200日未満の場
合の日数の長短の他に、規則性も副業率
に影響を与えている。季節的に働いてい
る場合で最も副業率・副業希望率が高く、
不規則、だいたい規則的の順にその割合
は下がっている。

の労働日数が長くても、労働時間が短い
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磯特集就業構造基本調査の意義と役割

場合に副業はもたれる傾向がある。1週間の労
働時間と副業率の関係をみると、週あたり労働
時間35時間以上と35時間未満で副業率に差がみ
られる。労働日数と同じように35時間未満のグ
ループで労働時間がさらに短くなると、副業率・
副業希望率がさらに高まる傾向がみられる。こ
の35～42時間の区分は、原則として定められる
1日8時間、4 0時間に含まれていることから、

ここで示される35時間以上．未満の区分はフル

タイム、パートタイム労働の境界として解釈す
ることができる。副業率・希望率ともに横ばい
であることから、労働時間の制約に直面してい
るのはパートタイム労働者であり、そのグルー
プ内において労働時間の長さが副業の希望・保
有に影響を与えていることがわかる。
労働時間の長短とともに、雇用の契約期間に

ともなう失業リスクも、副業の保有に影響を与
える。図6は雇用の契約期間と副業率・希望率
の関係を図示したものである。この図からは雇
用の契約期間の定めがない労働者と比べて、定
めがある場合に副業率・希望率が高まることが

示されるとともに、契約期間満了を迎える直前
である 1ヶ月未満において、副業を持つ傾向が
観測される。他方、雇用契約の終了前に、副業

雇用の契約期間区分別副業希望率・副業率

■ ﾛ ･ 副 業 希 望 一 副 業 保 有

Q 1 Q 虹

...．．............､8フ4%‾..‾.‾‾‐
■｡.･･･・･･･・■

杢票壹室蕊％
#鍵撚

率よりも副業希望率の上昇幅が大きく(1ケ月
未満で副業率は約7.1 %、希望率で約14.8 % )、
6ヶ月以下からの上昇傾向もみられる。P a n o s
et al. (2014)の指摘のとおり、失業のリスク
を回避するために副業が保有される傾向がある
ことをこの図は示唆しているが、副業率に対し
て希望率の数字が2倍近くあることから、副業
への需要が高まっても、保有には至っていない
点も注意する必要がある。これが、図5でみた
ように労働時間の制約によるものであれば、契
約期間終了のための準備期間においては労働時
間を削減して転職・副業活動を推進するなどの

施策が有効であることも示唆される。

子供がいることの副業に与える影響
副業の保有は、本業の属性のみではなく最低
限必要となる消費額（最低消費水準）や余暇時
間 の 制 限 に も 影 響 を 受 け る 。 こ の こ と は 、

Choe et al (2018)によるStone-Geary型効用
関数による副業労働供給モデルから説明できた。
ここでは、教育費と生活費の増額による消費の
最低必要水準の増加という観点と、育児のため
の時間制限という観点から、子供の人数と末子
の年齢が副業の保有に与える影響を確認したい。

図7 - 1は、横軸に同居する15歳未満の
---世帯人員の人数、縦軸に副業率をおき、
弓

一 末子の子供の年齢区分ごとにその関係を
一 ま と め て い る 。 こ の 図 か ら は 、 子 供 の 人
％‾..‾‾‾‾‐

数が増えたとき、1人から2人では大き
…ー な変化はみられないが、 3人以上になる
％…と副業を始める割合が高まることが示さ
- れる。また、末子の年齢は未就学である

6歳未満と6歳以上で差異がみられ、育
児時間がより制限される未就学児を抱え
る世帯では、副業を始めることが困難で
あることが示される。ただし、その場合

．､･･増:…
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図3と同じ。
図3と同じ ‘
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’ …「就業構造基本調査｣にみる副業を保有する背景繍

図7-1 末子年齢区分・子供の人数区分別副業率

■･ ･ 6 歳 未 満 - 6 歳 以 上一▲ - 9 歳 以上

理三二二二二弓蓉5.
5.02％

…年ニーーーー一,‾‾一ーー一 ｰ ‐.･･･････‐ 5.20％
戦 g 露 ： リ 獺 辮

■●････ロロ･･●oDQoロロ･････口････●｡･･････■･画3.89％
向 ■ や 曲

....．...........................-頭0%.....．;:､噸灘
／

･ ･ ･ ● ･ ･ ･ ･ ﾛ ｡ ｡ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ■ ● b ･ ･ ■ ･ ･ ･ ･ ● 0

一 一 ／ →
ニー ー ー ー ー ー 一 一 一 一 ＝ 一 一 ’ ■ ■ 一 一 一 一 一 一 一 色
9 1 ％ 4 . 9 4 ％

4.67％

ているという点において、児童手当など

の制度がまだ不十分であり、そのことが
親世代の必要とする労働時間を高めてい
ることも表している。子供が生まれるこ

との負担の軽減は、少子高齢化の問題を
対処する上で重要な課題であることが示

唆される。

まとめと残された課題
本論文は、「就業構造基本調査」の調

査票情報を用いた独自の集計結果から、
副業の保有に影響を与える要因を本業の

属性と家族の属性から明らかにした。先

行研究で示されているように、本業の収
入が少なく、労働時間が短い時に副業が

保有されるが、同時に、就業が不規則や
季節的である場合、本業の契約期間が満
了に近い時期に労働者の副業に対する需

要が高まる傾向が集計結果から明らかに

なった。また、本業の属性以外にも、世
帯において必要となる所得の増加や、余
の制限が副業に与える影響も、子供の人

末子年齢区分・子供の人数区分別副業希望率

＝･ 6 歳 未満 - 6 歳 以 上 一 = 9 歳 以 上

で も世帯の子供の人数が 2人から 3人に増える
と、1.3％ほど副業率が上昇している。

未就学児を抱える家庭では副業率が低かった
が、それは副業を希望しないことは意味してい
ない。図7-1と同様に副業希望率について集計
した図7 - 2 をみると、副業率が低い反面、6歳
未満の子供を抱える世帯で副業希望率が高い。
これは、子供がいる世帯において、副業を持つ
必要性が高まっている一方で、子育て世帯にお
いては、十分に副業に割く時間が得られていな

いことを示唆している。
図7 -1と図7 -2の集計は、副業を持つことが制

限されている状況下を解消すべきであることを
示しているともいえるが、子供を持つ世帯にと

ってそのことが必要とする収入の増加を意味し

暇時間の制限が副業に与える影響も、子供の人
数・末子の年齢と副業保有との関係をみること
で明らかになった。

「就業構造基本調査」はすでに副業に関する
情報を、所得や労働時間といった直接的に関係
する項目について集計している表を公表してい
るが、調査票情報を用いた集計から、それらの

項目以外にも副業保有に影響を与える項目につ
いて分析ができる可能性があることが示された。

ただし、本論文における集計は2017年までのも
のであり、そこから得られた副業の保有状況に

は、「働き方改革」による副業解禁の影響も、
新型コロナウイルス以降の雇用環境の変化の影
響も含まれていない点は、注意する必要がある。
また、「就業構造基本調査」は副業の実態を把
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I ｢就業構造基本調査｣にみる副業を保有する背景聯

ワーカーの説明が紹介されている。

11「就業構造基本調査」は、「労働日数、労働時間」ではな
く「就業日数、就業時間」という用語を用いる。本論文
では、「就業日数、就業時間」を「労働日数、労働時間」
と呼称する。
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握する上で最も重要な統計であるが、副業の職
業内容や副業に充てる労働時間の長さといった
情報は調べられておらず、副業の内容について
は不十分であるという問題も残されている。
2022年に実施される「令和4年 就業構造基

本調査」は 5年間の副業を取り巻く環境の変化

が反映され、調査票に副業の労働時間や職業と

いった詳細な項目が含まれる。副業に対する需
要の高まりの把握とともに、新しい調査の結果
とその学術やビジネスへの利用が期待される。

本研究は、科学研究費補助金（基盤研究(C)「複業と契約
の労働経済分析」20K01703、代表：玄田有史）の助成を受け
たものである。また、分析で使用した「就業構造基本調査」

の調査票情報は、統計法第33条第1項第2号に基づいて磁気
媒体による提供を受けたものである

＜ 注 ＞

l これらの変更は、厚生労働省のホームページ内にある
「副業･兼業の促進に関するガイドライン」(https://www.
mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-ll200000-Roudou
kijunkyoku/0000 192844.pdf)にまとめられている。

2農林水産省「農林業センサス」の兼業農家のように、個
別の産業に特化して副業の状況を把握できる調査もある

3 総務省ホームページより引用。https://www.stat.go.jp/
data/shakai/202 1/gaiyou.html

4 総務省ホームページより引用。https://www.statgo.jp/
data/kakei/1.html

5  e - s t a tに掲載されている、「家計調査」における「副業の

形態」の定義単位項目には、「世帯員の副業の形態が、副
業か事業か内職かの別。副業とは、本業としての勤めの

ほかに勤めている場合」と記述されている。
6「平成29年就業構造基本調査調査票の記入のしかた」を

参照。
7 「 就業構造基本調査」における個人収入はおもな仕事（本

業）からの収入であり、副業からの収入は含まれていな
い。これは、労働時間についても同様である。

8 「 就業構造基本調査」の調査票には、「勤め先における呼
称」という項目で雇用形態を訊ねている。また、呼称に
よる非正社員の特徴については、川口et aL (2015)が
ある。

9  hims://www.mhlw･go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou-
roudou/roudouseisaku/chushoukigyou/koyoukeitai.html

1 0 以 上 の 3 つ の雇用形態の他に、短時間正社員、業務委託

（請負）契約を結んで働く人、家内労働者、自営型テレ
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